
■ シリーズ「あなたに知ってもらいたい原賠制度」【５】（７月号メルマガ） 
７月号の Q＆A はいかがでしたでしょうか。補足として、原子力損害の賠償に関する国際条約の関係を図にします。 

原子力損害の賠償に関する国際条約の関係 

 
ジョイントプロトコール（1992 年発効） 

両条約を連結して、保護を与える

被害者の範囲を拡大 

パリ条約 
（1968 年発効）

ウィーン条約 
（1977 年発効）

改正ウィーン条約 
（2003 年発効）

改正パリ条約 
（2004 年採択、未発効） 

原子力損害の補完的補償に関する条約（CSC）（1997 年採択、未発効）

・ 責任限度額を超える損害に対し事故発生国及び加盟国

から資金を提供 （3 億 SDR 以上） 
・ ウィーン、パリ条約の双方を補完 
・ 両条約の非加盟国であっても付属書の規定に合致する

国内法を有する国は本条約を締結可能 

・ 責任限度額を超える損害に対し事故

発生国及び加盟国から資金を提供 
（最高 15 億ユーロ） 

・ 国内・越境損害を無差別に補償 

ブラッセル補足条約・追加議定書

（2004 年採択、未発効） 

・ 最低責任限度額引き上げ 
（7 億ユーロ） 

・ 損害概念の拡大 
（環境損害・予防措置費用） 

・ 無過失責任 
・ 原子力事業者への責任集中

・ 責任限度額 
（原則 1500 万 SDR） 

・ 最低責任限度額引き上げ 
（3 億 SDR） 

・ 損害概念の拡大 
（環境損害・予防措置費用） 

・ 適用範囲拡大 
（非加盟国での損害を含む） 

・ 無過失責任 
・ 原子力事業者への責任集中

・ 責任限度額 
（500 万米ドル） 


